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虐待対応の全体像（県又は市町村が所管行政庁の場合） 
【対象施設・事業】 

〇 市町村が所管行政庁：家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、 

事業所内保育事業、乳児等通園支援事業、放課後児童健全

育成事業 

〇 県が所管行政庁  ：児童館 
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虐待対応の全体像（県・市町村連携の場合） 
【対象施設・事業】 
 保育所、認定こども園、私立幼稚園、一時預かり事業、病児保育事業、認可外保育施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７頁 

９頁 

12頁 

13頁 

16頁 

17頁 

18頁 

19頁 



3 

 

 

 

目 次 

目 的 

第１章 保育所等における虐待の定義・種類 

１ 保育所等における虐待とは  -----------------------------------------  P4 

２ 施設職員等とは  ---------------------------------------------------  P4 

３ 保育所等の事業を利用する児童とは  ---------------------------------  P4 

４ 通報義務とは  -----------------------------------------------------  P4 

５ 保育所等の事業を利用する児童虐待の種類  ---------------------------  P5 

第２章 早期発見のための取組と通報等に関する体制 

１ 虐待を受けたと思われる児童を発見した者、虐待を受けた児童について --- P7 

２ 通報等・通知の受付、情報収集、対応方針の決定  ---------------------- P9 

３ 事実確認の実施・整理  ---------------------------------------------- P12 

４ 虐待有無の判断及び指導等の方針決定  -------------------------------- P13 

５ 児童福祉法等に基づく措置  ------------------------------------------ P16 

６ 児童福祉審議会等への報告  ------------------------------------------ P17 

７ フォローアップ  ---------------------------------------------------- P18 

８ 県による公表  ------------------------------------------------------ P19 

第３章 保育所等の事業を利用する児童虐待の予防等 

１ より良い保育に向けた日々の保育実践の振り返り等  -------------------- P20 

２ 未然防止に向けた相談・支援、より良い保育に向けた助言等  ------------ P21 

３ 研修等  ------------------------------------------------------------ P22 

 



4 

 

目 的 

 この保育所等における虐待対応ガイドラインは、県又は市町村（宮崎市を除く。）が

所管する保育所等に通う児童の権利擁護の観点から、虐待防止の対策を講じるにあたり、

関係機関等における虐待通報等の受理後の対応や、虐待発生時の施設への指導等につい

て、児童福祉法等のほか、こども家庭庁、文部科学省「保育所や幼稚園等における虐待

の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

に準拠し定めるものである。 

 

第１章 保育所等における虐待の定義・種類 

 

１ 保育所等における虐待とは 

  施設職員等が、保育所等の事業を利用する児童に対し、その身体に外傷が生じ、又

は生じるおそれのある暴行を加えること、わいせつな行為をすること又はさせること、

ネグレクト、著しい心理的外傷を与える言動を行うことをいう。 

 

２ 施設職員等とは 

  施設職員等とは、次に掲げる者をいう。 

 （1）放課後児童健全育成事業、一時預かり事業、家庭的保育事業等、病児保育事業、

乳児等通園支援事業に従事する者 

  （2）保育所、児童館、認可外保育施設の長、その職員その他の従業者 

  （3）認定こども園の長、その職員その他の従業員 

 （4）幼稚園の長、その職員その他の従業員 

 

３ 保育所等の事業を利用する児童とは 

  保育所等の事業を利用する児童とは、以下の事業、施設を利用する児童をいう。 

保育所、認定こども園、私立幼稚園、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪 

問型保育事業、事業所内保育事業、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、

乳児等通園支援事業、放課後児童健全育成事業、児童館 

 

４ 通報義務とは 

  保育所等の事業を利用する児童への虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、

速やかに県又は市町村に通報しなければならない。 

なお、通報と通告とは同義であり、通報等には、児童本人からの届出を含む。また、

通知とは、通報等を受けた県又は市町村から所管行政庁への連絡をいう。 
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５ 保育所等の事業を利用する児童虐待の種類 

（1）身体的虐待 

   保育所等の事業を利用する児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行

を加えること。 

   ＜具体例＞ 

 

① 首を絞める、殴る、蹴る、叩く、投げ落とす、激しく揺さぶる、熱湯をかける

、布団蒸しにする、溺れさせる、逆さ吊りにする、異物を飲ませる、ご飯を押

し込む、食事を与えない、戸外に閉め出す、縄などにより身体的に拘束するな

どの外傷を生じさせるおそれのある行為及び意図的にこどもを病気にさせる行

為 

② 打撲傷、あざ(内出血)、骨折、頭蓋内出血などの頭部外傷、内臓損傷、刺傷な

ど外見的に明らかな傷害を生じさせる行為 など 

 

 

（2）性的虐待 

   保育所等の事業を利用する児童にわいせつな行為をすること又は保育所等の事業

を利用する児童をしてわいせつな行為をさせること。 

  ＜具体例＞ 

 

① 下着のままで放置する 

② 必要の無い場面で裸や下着の状態にする 

③ こどもの性器を触るまたはこどもに性器を触らせる性的行為(教唆を含む) 

④ 性器を見せる 

⑤ 本人の前でわいせつな言葉を発する、又は会話する。性的な話を強要する(無

理やり聞かせる、無理やり話させる) 

⑥ こどもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆を行う 

⑦ ポルノグラフィーの被写体などを強要する又はポルノグラフィーを見せる 

⑧ わいせつな目的で裸や下着の状態を撮影する など 
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（3）ネグレクト 

     保育所等の事業を利用する児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又

は長時間の放置、当該保育所等に通う他の児童による（1）（2）又は（4）までに掲

げる行為の放置その他の保育所等の職員としての業務を著しく怠ること。 

＜具体例＞ 

 

① こどもの健康・安全への配慮を怠っているなど。例えば、体調を崩しているこ

どもに必要な看護等を行わない、こどもを故意に車の中に放置する 

② こどもにとって必要な情緒的欲求に応えていない(愛情遮断など) 

③ おむつを替えない、汚れている服を替えないなど長時間ひどく不潔なままにす

る 

④ 泣き続けるこどもに長時間関わらず放置する 

⑤ 視線を合わせ、声をかけ、抱き上げるなどのコミュニケーションをとらず保育

を行う 

⑥ 適切な食事を与えない 

⑦ 別室などに閉じ込める、部屋の外に締め出す 

⑧ 虐待等を行う他の保育士・保育教諭などの第三者、他のこどもによる身体的虐

待や性的虐待、心理的虐待を放置する 

⑨ 他の職員等がこどもに対し不適切な指導を行っている状況を放置する 

⑩ その他職務上の義務を著しく怠るなど 

 

 

（4）心理的虐待 

     保育所等の事業を利用する児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その

他の保育所等の事業を利用する児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

   ＜具体例＞ 

 

① ことばや態度による脅かし、脅迫を行うなど 

② 他のこどもとは著しく差別的な扱いをする 

③ こどもを無視したり、拒否的な態度を示したりするなど 

④ こどもの心を傷つけることを繰り返し言うなど(例えば、日常的にからかう、

「バカ」「あほ」など侮蔑的なことを言う、こどもの失敗を執拗に責めるなど) 
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⑤ こどもの自尊心を傷つけるような言動を行うなど(例えば、食べこぼしなどを

嘲笑する、「どうしてこんなことができないの」などと言う、こどもの大切に

しているものを乱暴に扱う、壊す、捨てるなど) 

⑥ 他のこどもと接触させないなどの孤立的な扱いを行う 

⑦ 感情のままに、大声で指示したり、叱責したりするなど 

 

 

 

第２章 早期発見のための取組と通報等に関する体制 

 

１ 虐待を受けたと思われる児童を発見した者、虐待を受けた児童について 

  保育所等の事業を利用する児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者について

は、通報義務が課せられており、発見した者は速やかに県又は市町村へ通報しなけれ

ばならない（児童福祉法第３３条の１２第１項）。発見者が施設職員等の場合であっ

ても同じであり、この際、施設等が、保育所等の事業を利用する児童虐待か否かに判

断を要するといった理由で、適切な措置を講じず、いたずらに疑わしい状態を放置す

るということがないようにしなければならない。 

  この場合、通報したことを理由として、解雇その他不利益な取扱いは受けない（同 

法第３３条の１２第６項）。 

  また、保育所等の事業を利用する児童も、虐待を受けた旨を、県又は市町村に届け

出ることができる（同法第３３条の１２第４項）。 

  ※ 匿名を希望する場合等については、適切に配慮すること。 

 

 

【通報機関】 

   発見者・保育所等の事業を利用する児童からの通報機関 

     ・県こども政策課 

   ・市町村 

   ※ 次ページ関係機関連絡先を参照 
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（参考資料） 
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２ 通報等・通知の受付、情報収集、対応方針の決定 

（1）通報等を受ける際の対応 

  ① 留意事項 

      通報機関は、通報を受理した場合には、まず通報者や届出者に不安を与えないよ

う配慮するとともに、正確な事実を把握するため、虐待を発見等した状況等につい

て詳細に説明を受け、保育所等の事業を利用する児童への虐待に該当するかどうか

等の判断材料となるよう情報を整理する。 

   また、児童が虐待を受けているかどうかの確証が得られていない状況であっても、

通報があった場合においては、「虐待を受けたと思われる」状況について詳細に説

明を受け、虐待に該当するかどうか等の判断材料となるよう情報を整理する。 

保育所等の事業を利用する児童本人からの電話の場合には、自分のことではなく、

友人のことのように装ったり、いたずらやふざけているような内容で連絡がある場合

がある。特に、性的虐待のケースの場合、最初から性的虐待を受けているという訴え

をすることは少ないと考えられる。 

このような電話の場合には、虐待かどうかの結論を急がず、児童が安心して話せる

と感じるように受容的に話を聞き、児童の訴えの内容が把握できるまで、また、児童

の居場所等が特定できるような情報を児童が話すようになるまで丁寧に配慮をもっ

て話を聞くことが必要である。 

また、保育所等の事業を利用する児童に関する一般的な相談を装った電話があ る

場合もある。施設職員の場合、他の職員等との関係から、虐待の疑問を持っていても

通報をためらっていることも考えられる。 

      このような場合、相談者が「虐待」という言葉を使わないとしても、少しでも気 

  になる点があれば、よく話を聞き、児童が特定できるような情報を可能な限り把 

  握するほか、情報が不足しているままで電話を切られそうになる場合などには、再 

  度電話をしてもらうことをお願いするなど、保育所等の事業を利用する児童の安 

  全が確保されるように留意する。 

   いずれの場合であっても、相談を受けた職員は、保育所等の事業を利用する児童

の状況など相談の内容から虐待が推測される場合には、その後の対応を念頭におい

て相談を進める。 

   また、通報者や児童本人が匿名を希望する場合も想定されるが、匿名による通報

等であっても、できるだけ丁寧に内容を聞くとともに、匿名でも良いことを伝え、

安心感を与えた上で、相談者との関係が切れないように繋ぐことを最優先とする。 
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  ② 確認事項（通報機関共通） 

   保育所等の事業を利用する児童への虐待に関する通報を受けた職員は、虐待通報

等受理票を活用し、可能な限り詳細な情報を記録する。 

   この場合、単なる相談であっても、受理票による記録を取る必要がある。  

   以下は、相談・通報を受理する際に、最低限確認すべき情報の例示である。 
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  ＜保育所等の事業を利用する児童本人以外からの通報の場合の聴き取り事項＞ 

 

・ 虐待を受けていると思われる保育所等の事業を利用する児童の氏名等、保育

所等の名称等 

・ 虐待の具体的な状況（虐待の内容、時期、保育所等の対応） 

・ 保育所等の事業を利用する児童の心身の状況 

・ 特に注意を要する事項について 

・ 虐待者と保育所等の事業を利用する児童の関係、他の関係者との関係 

・ 通報者の情報（氏名、連絡先、虐待者や児童との関係等） 

 

 

   特に、保育所等の事業を利用する児童の生命や身体等に危険がないか等の状況に

ついては、可能な限り詳細に把握する。 

 

   ＜保育所等の事業を利用する児童本人からの通報の場合の聴き取り事項＞ 

 

・ 虐待の内容や程度 

・ 保育所等の事業を利用する児童本人に協力してもらえる人がいるか 

・ 保育所等の事業を利用する児童本人との連絡方法など 

 

   可能な範囲で、上記の保育所等の事業を利用する児童本人以外の者からの通報を

受理する際の聴き取り事項と同じ事項について把握する。 

  

（2）情報収集 

     通報機関は、通報等を受理した場合は、必要な情報の的確な把握に努め、速やかに、

所管行政庁に必ず受理票を添えて通知をする。 
 

  ＜緊急的な対応が必要な場合＞  

 

 ・ 保育所等の事業を利用する児童の生命や身体に重大な危険が生じるおそれがあ

ると判断した場合、虐待を受けたとされる児童の安全を目視により確認すること

を原則とする。また、必要に応じて警察への通報を検討する。 
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（3）虐待実務者会議の開催 

   保育所等の事業を利用する児童や施設等について、電話・訪問等による一次的な情

報収集を踏まえ、県又は市町村は「虐待実務者会議」を開催し、今後の事実確認の方

法や関係機関への連絡・情報提供等に関する対応方針、役割分担等を決定する。 

 

３ 事実確認の実施・整理 

県、市町村は、虐待の疑いが強いと判断される場合には、必要に応じて連携し、保

育所等の事業を利用する児童及び職員に対する聴き取り調査等を実施し、状況把握と

事実確認を行う。  

 

  ＜調査に関して実施する項目（例）＞ 

   ① 事実確認のための調査方法 

 

・ 虐待を受けたと思われる児童や他の児童への聴き取り調査 

・ 施設職員等への聴き取り（全職員調査） 

・ 施設等における日誌等の閲覧 

・ 児童の居室等の生活環境の確認など 

 

   ② 把握が必要な情報 

 

・ 当該児童の状況、現時点での安全確認（被害の訴えの内容、外傷の有無、心理

状態等） 

・ 当該児童に対する施設等の対応（医師の診断等を受けている場合には、治療の

状況、当該児童へ謝罪等を行っている場合にはその対応状況） 

・ 保育所等の事業を利用する児童虐待が疑われる事案に対する施設としての判断

（被害の訴えの内容に対する認識、意見） 

・ 当該児童の保護者等に対する施設等の対応（状況説明） 

・ 施設等から関係機関への連絡の状況（他自治体、保護者、事案内容によっては

警察） 

・ 他の保育所等の事業を利用する児童の虐待被害の有無 

・ 他の保育所等の事業を利用する児童への影響 など 
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  （注）聴き取り調査を行う際の注意事項 

 

・ 保育所等の事業を利用する児童からの聴き取りでは、二次被害（調査に際して

の配慮に欠けた対応によって傷つくこと）が生じないよう、その状況や心情に

配慮した対応を行う。 

・ 聴き取りを行う際に、複数の職員が行う場合には、質問事項をあらかじめ 

 決めておき、職員の間で差異が生じないよう対策を講じる。 

・ 虐待を行ったと思われる施設職員が、聴き取りを拒否したり事実を認めない場

合や、虐待を受けたと思われる児童が、聞き取りを拒否したりするなどの場合

も考えられるが、改めて聞きとりを行うことや、他の子どもや職員からできる

だけ多くの情報を収集するなどにより、事実の確認を行う。 

・ また、虐待を受けているかどうかの確証が得られていない状況であっても、通

報者や届出者をはじめ、できるだけ詳細に聴き取りを行い、保育所等の事業を

利用する児童虐待に該当するかどうか等の判断材料となるよう情報を整理する

。 

 

 

４ 虐待有無の判断及び指導等の方針決定 

（1）虐待の具体的な判断過程 

  次頁の図は、虐待に該当するかどうかを判断する際のプロセスを示したものである。 

虐待に該当する事案等が発生した場合には、 

 【プロセス①】行われた行為をもって、虐待と判断できるかどうかを検討する。 

 【プロセス②】行為のみをもって判断できない場合には、その行為の強度や頻度を勘

案し、虐待と判断できるかどうかを検討する。 

 【プロセス③】行為の強度や頻度をもってしても判断できない場合には、行為以外の

要素も勘案して、虐待の該当要否を判断する。(具体的には(２)を参照) 

 【プロセス④】その後、行為を行った保育士・保育教諭等への対応や保育所等に対す

る処分等を検討する。 

また、行為を行った保育士・保育教諭等が置かれた職場環境等については、一義的に

は虐待の判断に影響するものではないが、虐待の該当要否が判断されたのち、行為を行

った保育士・保育教諭等や保育所等への指導や処分等を検討する際には、その保育士、

保育教諭等のみの責めに帰すべき状況であったかどうかという観点も勘案する必要が

ある。 
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（2）虐待と判断される行為の指標 

   虐待の判断については、上記のとおり、まずはこどもに対して行われた行為が、ガ

イドラインに示す虐待に該当するかどうかを検討する。その後、その行為だけでは判

断できない場合には、主として、 

ア 行為の強度・頻度 

イ 保育士・保育教諭等の意図 

ウ こどもの状況・こどもへの影響を勘案し、虐待に該当するのかを判断する。 

 

  ① 「ア 行為の強度・頻度」 

下記のとおり、「殴る」「蹴る」「叩く」「逆さ吊りにする」「ご飯を押し込む」

という行為は、その強度や頻度に関わらず、虐待に該当するものであるが、行為そ

のものだけでは明らかに虐待であると判断できないものであっても、その強度や頻

度によっては、虐待に該当する可能性がある。 
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〇 行われた行為のみをもって、基本的には虐待に該当すると判断できる行為の例（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「イ 保育士・保育教諭等の意図」 

身体的虐待が疑われる行為の多くや性的虐待が疑われる行為は、基本的には保育

士・保育教諭等の意図は考慮しないが、特にネグレクトや心理的虐待が疑われる行

為については、保育士・保育教諭等がどのような意図でその行為を行ったのかとい

う観点で、行われた行為を分析することも重要である。 

 

③ 「ウ こどもの状況・こどもへの影響」 

まずは、こどもの状況に関わらず、行われた行為自体が虐待に該当するものである

かどうかを判断する必要があるが、行為によっては、行為が行われるに至った背景と

して、その時のこどもの状況や、行為が行われた結果として、その後のこどもの状況

についても勘案する必要がある。 

 

（3）虐待実務者会議の開催 

保育所等の事業を利用する児童や施設等について把握した状況等を踏まえ、県又は

市町村は「虐待実務者会議」を開催し、当該施設内における保育所等の事業を利用す

る児童虐待の有無を判断するとともに、児童福祉法に基づく措置の方針を決定する。

その後の手続きは内部規程等により行う。 
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５  児童福祉法等に基づく措置 
 

（1）文書指導等 

     県又は市町村は、検証結果を踏まえ、保育所等に対し文書等により改善すべき内容 

を指導するとともに、早急に理事会を開催の上、法人責任を含め、改善方策、再発防 

  止についての措置を講じるよう求める。 

   また、施設の第三者委員や保育所等の事業を利用する児童虐待についての検証を行

う事例検証部会の立ち上げなど、第三者的立場からの意見を反映させるよう求める。 

   その際、県又は市町村は、保育所等に対し、指導内容についての改善方策等の報告

書を提出するよう求める。 

 

（2）児童福祉法等による権限規定 

保育所等の事業を利用する児童の権利擁護を図るため、県又は市町村は、保育所等

の事業を利用する児童虐待の事実が確認された場合には、施設等に対して児童福祉法

等の規定による権限を適切に行使し、必要な指導を行う。 

 

 ＜指導、勧告、命令等の権限規定＞ 
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1  私立の幼稚園等については、本条は適用されないが、直ちに同条第 13 条に基づく閉鎖を命

じるのではなく、事前に行政手続法第２条第６号に基づく行政指導として、変更の勧告等が行

われることが望ましい。 

2  信用失墜行為による保育士登録の取消(児童福祉法第 18条の 19第２項)の事例としては、こ

れまで園児に対する虐待行為により取消が行われた事例もある。また、児童生徒性暴力等を行

ったと認められる場合については、都道府県知事は保育士登録を取り消さなければならないこ

ととされている(児童福祉法第 18条の 19)。 

3  幼稚園教諭等による虐待についても懲戒免職の事由(解雇の事由として懲戒免職の事由に相

当するものを含む。)となり得る行為であり、虐待をした職員等に対する適正かつ厳格な懲戒

処分の実施等が求められる。(なお、公立学校以外の学校において、懲戒がな される前に当該

職員等が依願退職し雇用関係が消滅した場合などであっても、免許管理者において、教育職員

免許法第 11条第３項に 基づく免許状の取上げ処分を行うことも可能。) 

 

 

６ 児童福祉審議会等への報告 

（1）所管行政庁による報告 

   所管行政庁は、虐待について通報等を受けた場合は、以下の事項について児童福祉

審議会等（児童福祉審議会の委員に相当する者を含む。以下同じ。）へ報告しながら

引き続き対応を行う。 

   これらの報告については、数か月に１回程度定期的に開催する審議会の場で実施す

るほか、重大な事案の場合や児童福祉審議会等の委員が求めたときには、緊急に審議

会を開催し、報告することが必要である。 

また、児童福祉審議会等に対する報告の仕方については、所管行政庁が措置を講じ

たすべての事案について概要を報告しつつ、たとえば、重大な事案や所管行政庁とし

て判断に迷った事案を中心に意見を求めるなど、各所管行政庁において必要な工夫を

しつつ、より効果的な児童福祉審議会等の運用が求められている。 

※ 市町村児童福祉審議会を設置しない市町村にあっては、市町村児童福祉審議会の

委員に相当する者（児童の福祉に関する事業に従事する者及び学識経験のある者で

あって措置の内容等に関し公正な判断をすることができるもの）をあらかじめ指定

すること。 
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  ＜報告事項＞  

 

・ 通報等がなされた保育所等の情報（名称、所在地、施設種別等） 

・ 虐待を受けた（又は受けたと思われる）児童の状況（性別、年齢、家族の状況

その他心身の状況） 

・ 確認できた虐待の状況（虐待の種別、内容、発生要因） 

・ 虐待を行った施設職員等の氏名、年齢、職種 

・ 所管行政庁において行った対応の内容 

・ 虐待があった保育所等において改善措置が行われている場合にはその内容 

 

 

（2）児童福祉審議会等による意見、調査等 

   児童福祉審議会等は、必要に応じて所管行政庁の対応方針等について意見を述べる 

ことができる。 

所管行政庁は、施設職員等からの聞き取り内容と児童からの聞き取り内容に乖離が

ある場合や、保育所等が調査に拒否的な場合、専門的・客観的な立場からの意見が有

効な場合などについて、専門的・客観的な立場からの意見を踏まえて調査・対応を進

めることができる。 

   さらに児童福祉審議会等では、所管行政庁だけでは調査が困難な場合や、所管行政

庁から報告された事項だけでは不十分な場合等には、必要に応じて関係者からの意

見の聴取や資料の提供を求めることができる。 

 

 

７ フォローアップ 

  所管行政庁は、保育所等に対して、書面指導や改善勧告等により改善を求めること

となるが、その際には、実際に生じた個別の事案だけを改善するのではなく、その背

景にある原因を理解した上で、保育所等の組織全体としての改善を図るための指示を

行うことが期待される。 

  虐待が行われた背景や保育者が抱える組織的な課題は、個々のケースにより異なる。

その改善のための取組の在り方も様々であるが、例えば、次のような支援が考えられ

る。 
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・ 他の施設等で保育を経験した立場からの助言 

・ 他の保育所等の取組等を知る立場からの助言や、具体的ケースの共有 

・ 保育所等の組織マネジメントに関する助言・指導 

・ 保育士・保育教諭等の職員への研修や指導に関する助言・指導 

  なお、虐待が行われた保育所等に対し、継続的な支援を県又は市町村が実施するこ

とは重要であるが、虐待が行われた場合に限らず、日頃から保育所等と県又は市町村

が密にコミュニケーションを取りつつ、虐待の未然防止や保育の質の向上に取り組ん

でいくことが望ましいことに留意する必要がある。 

 

 

８ 県による公表 

   市町村（宮崎市含む。以下同じ。）は、毎年度、自らが所管行政庁である事業等に

係る虐待の状況をはじめとする下記の情報を県に報告するとともに、県は、毎年度、

市町村から報告を受けた内容と、自らが所管行政庁である事業等に係る虐待の状況等

の下記の情報をとりまとめ、都道府県のウェブサイトにおいて公表するものとされて

いる。 

 

  ＜公表する内容＞  

 

 ① 保育所等の事業を利用する児童虐待の状況 

  ・ 虐待を受けた児童の状況（性別、年齢、心身の状態など） 

  ・ 虐待の類型（身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待） 

 

 ② 虐待に対して所管行政庁が講じた措置 

  ・ 報告聴取等、改善勧告、改善命令、事業停止命令等 

  

③ その他の事項 

・ 施設等の種別 

・ 虐待を行った施設職員等の職種 

 

      

なお、この公表制度は、各所管行政庁において、虐待の状況を定期的かつ的確に把

握し、各所管行政庁における虐待の防止に向けた取組を着実に進めることを目的とす

るものであり、虐待を行った施設名等を公表して、施設等に対し制裁を与えるとの趣

旨ではない。 
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第３章 保育所等の事業を利用する児童虐待の予防等 
 

１ より良い保育に向けた日々の保育実践の振り返り等 

（1）児童の権利擁護について 

   まず、保育所等はこどもの最善の利益を第一に考慮し、児童一人一人にとって 

心身ともに健やかに育つために最もふさわしい生活の場であることが求められる。 

保育所等における虐待の未然防止に当たっては、 

・各職員や施設単位で、日々の保育実践における振り返りを行うこと 

・職員一人ひとりが児童の人権・人格を尊重する意識を共有することが重要である。 

 

（2）各職員や施設単位で、日々の保育実践における振り返りを行うこと 

   保育所保育指針解説において「子どもの人権に配慮した保育となっているか、常に

全職員で確認することが必要である」と示されているとおり、日々の保育実践の振り

返りに当たっては、常に「児童にとってどうなのか」という視点から考えていくこと

が何より大切である。自らのかかわりや施設の保育が「児童の人権への配慮」や「一

人一人の人格を尊重」したものとなっているかを振り返る際には、例えば、保育士会

チェックリスト等を活用することが考えられる。 

   チェックリスト等を活用して、言葉でうまく伝えられないこどもの気持ちを汲み取

り、児童の人権擁護の観点から「望ましい」と考えられるかかわりができているかど

うか振り返り、「望ましくない」と考えられるかかわりをしていた場合もしていなか

った場合も、個々の振り返りや職員間のミーティング等における対話を通じて保育の

実践をとらえなおし、保育の専門職としてさらなる保育の質の向上を目指すことが重

要である。 

こうした日々の振り返りを行ってもなお、児童の人権擁護の観点から「望ましくな

い」と考えられるかかわりに改善が見られない場合や事態が悪化している場合などに

は、保育所等の会議の場などで共有し、保育所等として、虐待と疑われる事案かどう

か確認する。 

なお、振り返りに当たっては、保育士・保育教諭等同士による振り返りの場や、施

設での話し合いの場を定期的に持つことが求められるため、保育所等の施設長・園長

など管理責任者におかれては、こうした機会の確保、組織内で相談がしやすい職場環

境づくり等の対応が求められる。 
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（3）職員一人ひとりが児童の人権・人格を尊重する意識の共有をすること 

   職員一人ひとりが、児童の人権や人格尊重に関する理解を十分に深めた上で、児童

の人権・人格を尊重する保育や、それに抵触する接し方等について認識し、職員間で

そうした意識を共有することが重要である。このような意識を持つことは、保育所保

育指針や幼保連携型認定こども園教育・保育要領に則った保育の実施という意味にお

いて、保育士・保育教諭等一人ひとりの責務であると同時に、施設長・園長及びリー

ダー層の責任において、そうした意識を徹底することが求められる。 

このため、保育士・保育教諭等の職員に対し、こどもの人権・人格を尊重する保育

についての教育・研修 を行うことも重要である。施設長・園長及びリーダー層は、施

設内での研修を実施するなど、そうした意識 を共有するための学びの機会を設ける必

要がある。 

   また、上記のとおり、日々の保育について、定期的に振り返りを行い、児童に対す

る接し方が適切であったか、より望ましい対応はあったのか等、保育士・保育教諭等

同士で率直に話すことができる場を設けること等も、全職員が児童の人権・人格を尊

重する保育行うための意識を共有する上で、非常に重要な取組である。 

 

 

２ 未然防止に向けた相談・支援、より良い保育に向けた助言等 

市町村においては、“児童の最善の利益”を考慮した保育の実現に向けて、保育所等

と緊密に連携する立場として、助言・指導を行うことが期待される。また、県において

も、域内の幼稚園を所管・所轄する立場から、幼稚園等と緊密に連携し、必要に応じて

指導・助言を行うことが期待される。 

このため、巡回支援などを積極的に実施し、より良い保育の認識を保育現場と確認・

共有し、各施設の振り返りを支援することや、保育所、幼稚園、幼保連携型認定こども

園等に対して、助言等を行う幼児教育アドバイザーとの連携を図るなど、地域の実情に

応じて、保育所等とのコミュニケーションを密にして、積極的に日々の保育実践の支援

に取り組んでいくことが重要である。 

さらに、施設長・園長やリーダー層に対しては、職場環境も虐待等が発生する要因と

なり得ることについても十分に理解を求めるとともに、保育所等としてどのように虐待

等の未然防止に取り組んでいくかを検討するきっかけを提供することが望まれる。例え

ば、中堅層に対するキャリアアップ研修による人権意 識の醸成とともに、新任研修や

施設長・園長等向けの研修などキャリアステージに応じた働きかけも有効と考えられ

る。 
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３ 研修等 

県では、こども政策課内に宮崎県幼児教育センターを設置し、適切な保育・虐待防止

をテーマにした研修を実施するとともに、幼児教育スーパーバイザーを配置し、幼稚園

・保育所・認定こども園等を訪問し、助言や支援を行っている。 

 必要に応じて、研修の受講や幼児教育スーパーバイザーへの相談をお願いしたい。 

 

（参考：令和７年度開催） 

   

 

 

 

 

  （参考：宮崎県幼児教育センター） 

   電話 ：０９８５－４４－２７９９ 

   メール：youkyou-center@pref.miyazaki.lg.jp 
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